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明治期三井家の内部監査制度の変遷
津田秀雄
I.はじめに
明治初期の三井家では，幕末・維新期の経営困難な時期を乗り切ったの
は使用人の努力によるところが大であるとして「主従持合ノ身代」の経営
理念が持たれていたが！），この経営理念を改め，事業の支配権を再ぴ三井家
一族（三井同苗）の手に取り戻そうとする動きが明治11(1878)年7月の
「盟約書之内改正箇条書」や「大元方規程改正書」として，さらに明治
19 (1886)年10月の「三井家定則（草案）」の提示となって現れた。
この「三井家定則（草案）」の提示に至るまでの三井家における内部監査
体制の変遷については既に別稿において述べたところであるので改めて繰
り返さないこととし叫ここでは別稿の補遺として「三井家定則（草案）」
に含まれる「三井家申合家則」第20条の監査規定に関連する資料の紹介と
l) この経営理念を表すものとして，例えば，明治 7(1874)年8月改正の大元方規
則第 1条は「三井組ノ家産ハ三井組ノ有ニシテ三井氏ノ有二非ズ，自今分界ヲ明
ニシテ敢エテ私ス可カラス」と規定している（三井文庫『三井事業史 資料篇二』
356-357頁）。
2)三井家の事業が開始された江戸期から本稿で取り扱う「三井家定則（草案）」が提
示された明治19年10月までの内部監査体制の変遷については，次の各拙稿を参照
されたい。津田秀雄「三井家における内部監査制度の展開」（桜井久勝・加藤恭彦
編著『財務公開制度論』千倉書房，平成 3年，所収）及ぴ同「維新期三井組大元
方の内部監査体制」和歌山大学『経済理論』第247号， 1992年5月。
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検討を行った後，明治末期に至る財閥形成への道程においてみられた内部
監査体制を窺うこととし，これによりわが国企業における近代内部監査制
度生成史の一鮪を明らかにしたい。
2.集権的内部監査体制への指向
「三井家定則（草案）」は上述のように三井同苗の復権を目指すという方
針のもとに提示されたものであるが，「主従持合ノ身代」の理念を維持しょ
うとする重役（使用人）側の動きと三井同苗による支配を回復しようとす
る動きに挟まれて草案のままに終わり， したがって，現実には実践された
ものでなかったとはいえ，そこに含まれる監査規定の検討を通じて，この
当時，内部監査に関する理解がどのように進展していたかを窺い知ること
ができる。
まず，三井家における内部監査の実施を規定した基本規程として「三井
家定則（草案）」に含まれる「三井家申合家則」第20条があげられる。同条
は次のように監査のあり方を規定する。
三井家申合家則3)
第20条検査ハ常式臨時ノニ法トシ，常式検査ハ毎月初ノ金曜日ヲ以テ
ス，臨時検査ハ期節ヲ不定特二検査スルモノトシ，同苗重役立合
所有物及現金井二諸帳簿等ヲ通査スヘシ
但常式井臨時検査トモ規則ヲ定ム
このように，ここでは同苗と重役による月 1回の定期検査と必要に応じ
3)「三井家申合家則」の各条文は三井文庫所蔵資料［請求番号 1171 (1)]によ
る。三井文庫『三井事業史 史料篇三』144頁。なお，引用文は現代字体に改めて
いる一以下，同じ。
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ての臨時検査とを規定している。これにより案としてではあるが，つまり
現実にはおそらく実行されなかったと思われるのであるが，内部監査の実
施が明確な監査規定によって示されたのである。
もっとも，その活動は，「三井家定則（草案）」に示される基本姿勢であ
る財産保全目的を反映した帳簿監査的な色彩が濃く見られるものの1 こ
れにより内部監査活動が認知され，爾来，事業統制手段のひとつとして内
部監査機能が用いられていく出発点ともなった規定であった。
この「三井家定月lj（草案）」の監査規定を受けて，事業部門である三井組
の運営規則である「三井組成規」第 5章「検査定則」は次の各条から構成
されている。史料的意味を有するものとして，冗長になるが，第 5章の全
条（第79条～第90条）を示すこととする。
検査定月lj5)
第79条 検査ハ各課係及各出張所二於テ取扱ヒタル諸設ノ事務ヲ調査スルモノ
トス
第80条 検査ハ常式臨時ノニ法トシ，常式検査ハ毎月初ノ金曜日ヲ以テシ，
臨時検査ハ期節ヲ定メス特二検査スルモノトス
第81条 常式検査ハ総轄主務者井主事立合検森法二依リ貼査ヲ為スモノトス
第82条 臨時検査ハ総轄議事井大元方役立合遺漏ナク貼査スルモノトス
第83条検査法ノ順叙ヲ左二略定ス
地券諸公1責証書諸株式券及貸附証書等ヲ各記入帳卜黙査ヲ為スヘシ
金銭ハ当座預ケ金元帳二依リ通帳及小切手原符ヲ以テ黙査ヲ為スヘシ
4)「三井家申合家則」第 2条には，三井家の家財を一類「永遠不動三井家祉襲ノ資」，
ニ類「不動世襲共同ノ財産」，三類「同苗各自家泄襲ノ財産」の三種に区分する付
箋が附され，これらの財産の処分を制限する規定が，以下の第10条までの各条に
蹟かれている（三井文庫『三井事業史 史料篇三』 139-142頁）。この財産の保全
を優先する思考が内部監査の目的にも反映していると思われる。
5)「三井組成規」の条文は三井文庫所蔵資料［硝求番号1171(1)と続2277(1の7)]に
よる。なお，請求番号1171(1)の資料は「東京大元方」の罫紙に，続2277(1の7)の
資料は「西京大元方」の罫紙に記載されている。
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ー 諸帳簿類ハ日々記入法ノ邪正ヲ検シ且日記帳及総勘定元帳二依リ各補
助簿卜貼査ヲ為スヘシ
第84条 前条ノ順叙ヲ以テ検査ヲ為スト雖モ常式検査二限リ確正卜見認ルトキ
ハ各補助簿ノ貼査ヲ為ササルコトモ有ヘシ
第85条 毎六月十二月末日ノ諸勘定ハ本法ノ検査ヲ為スヘシ
第86条 諸帳簿ノ記入方二於テ肝作ノ記入卜見認ムルトキハ其理由ヲ審糾シ不
正ナルニ於テハ速二改良ヲ令セシ上負責ノ処分ヲ為スヘシ
第87条 各出張検査ハ期節ヲ定メス議事主事ノ内ヲ以テ派出検査役ヲ令スルモ
ノトス
但都合二依リ上書記ヲ以テ代理検査ヲ令スルコトモ有ヘシ
第88条 派出検査役ハ出張所事務ノ良否ヲ視察シ諸帳簿及現金等ヲ調査スヘシ
第89条派出検査役ハ視察上改良ノ考案アレハ意見書ヲ以テ伺フヘシ決シテ専
断ノ所置ヲ為スヘカラス
第90条 然トトモ猶豫ナリ難キ事件発見シタルトキハ仮二所置ヲナシ置キ速二
伺ヲ為スヘシ
このように，「三井組成規」第 5章「検査定則」は「三井家定則（草案）」
の「三井家申合家則」第20条の監査規定を受けて，具体的な監査実施方法
について規定しているが，そこにみられる特徴として，財産保全の観点か
ら検査を実施するものとし，月 1回の常式検査と必要に応じての臨時検査
を区分するものの，実施方法に関しては両者において帳簿記録の正確性に
ついて貼査，すなわち精査によるとしていること，それにより摘発された
正確でない記帳については直ちに是正を命ずるべきものとしているが，各
課係及各出張所に出向いての監査（出張検査）の場合には，帳簿監査のみ
ならず事務の良否に関することも取り上げ，その結果，改善を要すると判
断された場合には改善案を記載した意見書を提出させ，派出検査役による
専断の処置を禁じていることである。この時点では内部牽制を織り込んだ
内部統制組織が形成されていないことから，なお貼査によることが指示さ
れているが，この点を除くと，今Bの監査概念に通じる理解が既になされ
ていることが窺える。
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しかし，監査人として誰が措定されているかをみると，上記の条文にみ
るように，常式検査については総轄，大元方主務者及び主事が，臨時検査
については総轄，議事及び大元方役が行うものとされ，また，出張検査の
際の派出検査役には議事と主事（但し，都合により上書記）の内から選任
された者が任にあたるとされている。これらの監査人とされる者のうち，
総轄と議事は三井同苗が就任する役職とされ，さらに大元方主務者は議事
の中から選任され，大元方の事務長となる者である。主事は大元方役とも
称され，大元方事務次長として大元方の事務に専任する最上位の使用人で
あり，上書記は13等に等級付けされる使用人のうち， 1等～ 4等の使用人
である。したがって，常式検査，臨時検査，出張検査のいずれの検査形態
の場合にあっても，所有経営者である地位を回復した三井同苗もしくはこ
れに近い最高幹部使用人が監査人に含まれることとなっている規則案であ
ることから，この「三井家定則（草案）」やその下での「三井組成規」にみ
られる内部監査は，「各事業部門相互の関連を強めつつこれを全体として三
井資本の立場によって経営しようとする，いわば求心的運動であった。」 6)
といわれる経営動向を反映して，集権的内部監査を指向したものであると
いえる”。しかし，この段階では，監査の都度，所有経営者とこれを補佐す
る最高幹部使用人が監査人として活動し， したがって，監査機関は常設機
関とされてはいなかったたことから，なお経営者統制の段階にあったとい
える。
6)岩崎宏之「三井財閥における『統轄機関』の系譜」（和歌森太郎先生還暦記念論文
集編集委員会編『明治国家の展開と民衆生活』昭和50年，弘文堂，所収） 227頁。
7)集権的内部監査の概念は， Rieker,Helmut, "lnterne Uberwachung im Mittel-
betrieb", Dissertation, 1982による。なお，拙稿「中小会社における内部監査」
（可児島俊雄・友杉芳正・津田秀雄共著『経営業務監査』同文舘，昭和63年，所
収）において，集権的内部監査と分権的内部監査の概念について説述しているの
で参照されたい。
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3.三井家監査役会の設置
三井家の各事業部門は，旧商法の明治26年7月からの一部施行に伴って
再編され，「直営の四つの家業を合名会社とすることによって，出資の契約
により近代的な商法の規定にのっとった企業形態とした」8)が，それととも
に「三井家の総有財産の所有の仕方と同族結合のあり方」 9)に関わる統轄機
関としての三井組の改組問題をも解決する必要があった。
その対応策の一環として，上記四社を統轄するために，明治27年10月8
日に三井家同族会に直属して各社の決算書の監査を行う「三井家監査役」
が新設され，その職務権限等を定めた「三井家監査役規則」が制定された。
また，同H，その任にあたる監査役会長を含む 5名の監査役が任命され10),
その事務機構として翌10月9Hに「三井家監査役場」が開設されたII)。さら
に同年12月22日に監査実施上の細目を定める「三井家監査役規則細則」12)が
8)安岡重明『E1本財閥経営史 三井財閥』日本経済新聞社，昭和57年， 141頁。明治
26年7月に，合名会社三井銀行，三井鉱山合名会社，三井物産合名会社が発足し，
明治26年9月に三越呉服店が改組・改称されて合名会社三井呉服店とされた。
9) 安岡重明『三井財閥史（近世•明治編）』教育社， 177頁。
10)三井文庫『三井事業史 史料篇三』292-293頁。但し，三井家同族会決議録には「同
族会議長提幽三井家監査役規則及ピ地所部工業部新設案ハ修正ノ上可決ス」と
あるが，『三井事業史 史料篇三』の解題者は三井家監査役規則については修正は
なかったものと考えられるとしている（三井文庫『三井事業史 史料篇三』 741
頁）。なお，三井家同族会は三井家の家政，営業，人事に関する最高機関として明
治26年10月に設箇された機関で，この設置により三井家仮評議会と三井組大元方
寄会は廃止されている。また，この措置に関連して，翌11月に三井組は三井元方
と改称され，三井家同族会に附属する事務機関とされている（松尾博志『近代三
井をつくった男 企業革命家・中上川彦次郎』 PHP研究所，昭和59年， 197頁）。
11)三井文庫『三井事業史 史料篇三』 741頁。
12)三井文庫『三井事業史 史料篇三』 296頁。
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承認された。
三井家監査役規則13)
第一条 三井家監査役ハ三井家同族会ノ決議ヲ以テ之ヲ選定ス
第二条 三井家監査役ハ，三井元方及ピ三井各商店二於テ施行スル業務ヲ監査
シ，其業務施行ノ同族会ノ認可ヲ受ケタル定款，諸規則井二同族会ノ決議
二適合スルヤ否ヤ，又同族会ノ認可ヲ経ベキ事項ニシテ其手続ヲ為サ、ル
モノアルヤ否ヤヲ査察シ，之ヲ同族会二報告スベシ
第三条 三井家監査役ハ，三井家同族会二於テ同族各家ノ歳費ノ計算ノ調査ヲ為
スノ必要アリト認ムル場合ニハ，其指図ヲ受ケ之ヲ施行スヘシ
第四条 三井家監査役二於テ第二条，第三条ノ取調ヲ為スニッキ，財産目録，貸
借対照表，其他諸帳簿，計算書類ノ閲覧ヲ要スルカ又ハ其差出方ヲ求ムル
トキハ，同族各家，三井元方及三井各商店二於テハ之ヲ拒ムコトヲ得ズ
第五条 三井家監査役ハ，少クモ毎半季一回，三井元方及三井各商店ノ業務ヲ調
査シ，之ヲ三井同族会二報告スベシ
第六条 三井元方及ビ三井各商店ヨリ三井同族会二差出シタル毎半季ノ計算書
類，財産目録等ハ，同族会ヨリ監査役二付シテ之ヲ調査セシメ，然ル後之
ヲ同族会ノ議二付スベシ
第七条 三井家監査役ハ五名以下トシ，内ー名ヲ会長トスベシ
第八条 三井家監査役ニハーヶ年千五百円以上参千円以下ノ年俸ヲ支給スベシ
第九条 此規則ハ三井家憲実施ノ時ヲ以テ廃止スルモノトス
この監査役会の設置以後にも，統轄組識の整備のために明治29年9月に評
議機関としての三井商店理事会（明治33年に三井商店重役会と改称）が設
置され，また，これと同時に三井元方重役会内規が改訂されている。前者
の三井商店理事会は「直系四合名会社ならぴに工業部・地所部の業務施行
について協議決定する機関」 14)として，後者の三井元方重役会は「三井家同
族の共有財産の管理運用をはかる三井元方の業務執行ならぴに同族各家の
13)三井文庫『三井事業史 史料篇三』 328頁。
14)三井文庫『三井事業史 史料篇三』 744頁。
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図 1 明治29年、三井家の統轄組織
三井家同族会
（家 政） （事 業）
三井元方重役会 三井商店理事会
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家政の監督を主務とする」15)機関として設置されたのである。そして，三井
家監査役は，上記の三井家監査役規則第 2条及ぴ第 3条に示されるように，
事業と家政の両者にわたる監査機関とされた。 これらの一連の組識改革に
より， 三井家の事業及び家政に係る統轄組識は， 明治29年の時点では，図
1のようになったと考えられる。
このように三井家監査役という名称が用いられているが， これは商法上
の監査役とは無関係に，事業集団全体にわたる，
面にも及ぶ内部監査であった。発展段階的には，
しかも所有経営者の家政
この時選任された監査役
4名（監査役会長を除く）は使用人から選任されているとはいえ，監査実
施にあたって指揮を取る監査役会長が同苗の中から選任されていることか
ら， なお，「主従持合ノ身代」の理念が残存しているとはいえ， この時点で
15)三井文庫『三井事業史 史料篇三』 744頁。
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所有経営者による集権的内部監査の段階に移行しようとする動向がみられ
るといえる。もっとも，その実際の活動内容は，「三井各社が同族会へ提出
した各季の決算書類の監査のほか，三井銀行本・支店の毎月の月表や商況
表，三井物産合名会社各店の業務要領報告書など，かなりの量にのぼる書
類の審査を行っているが，三井家監査役独自の調査機能は持たなかったよ
うに思われる。」 16)とされるように，主として決算書監査に注力したよう
で17), 三井家監査役規則に定められた事項の一部のみを果たすに止まった
ようである 18)0
ともあれ，こうした一連の措置は次のロイスレルの提案が基礎になって
いるとされる。すなわち，ロイスレルは，「三井組ノ事務タル，財産ヲ所有
シテ之ヲ同族各家二貸付クルニ在レバ，其性質固ヨリ民事二属シ，之ヲ民
事会社法人組織卜為スコトヲ得ベシ，但シ同族会議ヲ三井組ノ内二置キ，
此会議ガ直接二三井銀行・三井物産会社等所謂商事会社ノ事業ヲ監査シ若
クハ其行事ヲ可否裁制スルノ権限ヲ有スルトキハ，三井組ハ同族各家二財
産ヲ貸附クルノ外二更二商事会社を直轄スルノ職務ヲ帯フル者ニシテ，或
ハ商事会社二類似スルノ嫌ナキニ非ズ，故二三井組ヲ純粋ノ民事会社卜為
スニハ，同族会議ヲ三井組卜引キ離シテ体面上劃然別物卜為シ，此会議ヲ
シテ他ノ三井各商店ヲ支配スルト同様二三井組ヲ支配セシムルニ若カズ，
16)三井文庫『三井事業史 史料篇三』 741頁。
17)松尾博志，前掲書， 200頁参照。
18)明治28年1月23日の三井家同族会議事摘要（第拾号，十壱回）には，三井家監査
役の活動状況をうかがわせるものとして，「三井鉱山合名会社々長ヨリ提出ノ廿
七年下季決算ハ，未夕監査役ノ調査ヲ経サルモノナルニョリ，右調査二付シタル
上，監査役会二於テ異議ナキトキハ直チニ認可スヘキニ決ス」と記載されている
（三井文庫『三井事業史 史料篇三』 297頁）。その他，三井家同族会議議事摘要
には，明治29年7月15日に監査役会長の人事案件（三井文庫『三井事業史 史料
篇三』 309頁）が，また，同年8月31日に監査役の人事案件（三井文庫『三井事業
史史料篇三』 310-311頁）が，各々記録されている。
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…」19)と述べているが，この引用文の末尾で示唆されている方策が現実化さ
れているといえる。この点から，「このロイスレルの見解は，三井家政改革
を進めるうえで，大きな影響を与えたように思われる。」 20)と評価されてお
り，三井家監査役の設罹にもおそらくロイスレルの見解による影響がある
であろうと思われる。
この三井家監査役の制度は，「明治31年の各合名会社契約改訂の結果各社
に監査役が置かれたことによって」 21)，明治31年12月21日に廃止された22)0
この三井家監査役制の廃止の契機となった「各合名会社契約改訂」とは，
明治31年11月に各合名会社の社員その他の変更を行う契約改訂を行ったこ
とを指している。すなわち，明治26年7月の各合名会社の発足時には，過
渡的な出資形態として23), 三井同苗11家のそれぞれはいずれか 1社のみの
社員となっていたが，これを，総有財産制の実態に即して，三井同苗11家
が合名会社のいずれにも社員として参加することに改めたのである。これ
と同時に，工業部と地所部は廃止され，傘下の会社や事業部門の管理は各
合名会社に移管されたので，三井家の直接の事業は4合名会社となり，そ
して三井同苗11家のすべてが合名会社4社の社員となることで，三井同苗
のいずれもが三井家の事業部門の全部に関与することとなった。したがっ
て，三井家監査役という集団的枠組みからの監査を実施する必要がなくな
ったと判断され，このために三井家監査役は廃止されたようにみえる。
しかし，三井家監査役の人的構成から廃止理由を考えてみると，監査役
会長として同苗が任に当たるほかは，最高幹部とはいえ使用人が監査役ど
なっている。この人的構成の点では，三井家監査役制は前節で述べた「三
井家定則（案）」にみられた内部監査制度と類似しており，そこには「主従
19)岩崎宏之，前掲論文， 233頁における引用による。なお，岩崎宏之氏の原出典は．
「三井文庫所蔵資料，井上交付書類第11冊」とされている。
20)岩崎宏之，前掲論文， 234頁。
21)三井文庫『三井事業史 史料篇三』 741頁。
22)三井文庫『三井事業史 史料篇三』 318頁。
23)岩崎宏之，前掲論文， 232頁参照。
明治期三井家の内部監査制度の変遷（津田） （647) 77 
持合ノ身代」の考えが残存しているといえる。とすれば，この「主従持合
ノ身代」の思考を排して，三井同苗の主導権を回復しようとする動きが動
機となって，三井家監査役制は廃止されたとみることができるであろう。
4.検査部の設置
三井同苗ノ主導権を明確に回復させたのは明治33年7月の三井家憲の制
定・施行である。三井家憲の施行にあたって，三井元方は同族会事務局に
改組され，その下に，三井同苗による営業店視察の事務を司るために検査
部が置かれた。この三井同苗による営業店視察は三井家憲第16条で三井同
苗の義務として，「同族が業務の実際をみずから体得する」 24)ために定めら
れたものである。この同苗による各営業店視察を補佐するために検査部は
同族会議長の直属とされ，その指揮の下に置かれた。さきの三井家監査役
制では使用人が監査役に就任していたが，ここではそうした監査役は置か
れず，同族による営業店視察を補佐するための事務機構として検査部が位
置付けられている点が大きな特徴点である。従って，この「視察」は，そ
の名目での内部監査の実施であるとみれば，この内部監査形態はまさに所
有経営者による集権的内部監査であるといえる。
営業店視察規則（抄） 25)
第一条 三井家同族各家ハ，三井家憲第拾六条ノ規定二依リ各営業店業務ノ実況
ヲ順次視察スルモノトシ，其順番ハ同族会議長ノ予メ定ムル処ニョル（以
下，朱書がなされているが省略）
第二条～第四条 （略）
第五条 視察当番ノ同族ハ互二協定シ同族会議長ノ許可ヲ経テ其視察区域ヲ分
担スルコトヲ得，但同族ハ其自ラ業務担当社員タル会社ノ視察二付テハ，
24)三井文庫『三井事業史 史料篇三J751頁。
25)三井文庫『三井事業史 史料篇三』384-386頁。制定時期はおそらく明治33年中で
あると推定されている（三井文庫『三井事業史 史料篇三』 751頁）。
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之ヲ他ノ同族二譲ルベキモノトス
第六条 同族会事務局二検査部ヲ置キ，同族ノ視察二関スル事務ヲ司ラシム
第七条検査部ニハ部長ー名及検査部員若干名ヲ置ク
第八条 検査部長ニハ同族会理事ヲ以テ之二充ツ，部長ハ同族会議長ノ命ヲ承ケ
同族ノ視察ヲ補佐スベシ
第九条 検査部員ハ，部長ノ指揮二従ヒ視察二関スル調査及庶務二従事スベシ
第十条 同族会議長ハ，同族会ノ決議ヲ経テ，各営業店ノ役員ヲシテ検査部員ヲ
兼務セシムルコトヲ得，但此場合二於テハ特二手当ヲ給スルコトヲ得
第十一条 同族ノ視察スペキ事項ノ概目左ノ如シ
ー 各営業店ノ報告書，財産目録，貸借対照表，損益計算書其他必要ナル書
類ヲ審査スルコト
二 各営業店ノ帳簿及証憑書類等二付実地検査ヲ為シ，併セテ現品保管ノ法
方及現存高等ノ正否ヲ．確ムルコト
三 各営業店ノ業務執行ノ法方ガ定款其他諸規則「等」二違反スルコトナキ
ヤ否ヲ監視シ，併セテ其規則等ノ実際二適スルヤ否ヲ審査スルコト
四 各営業店役員ノ行状，能否及執務ノ状況ヲ監視スルコト
五 各営業店役員ノ賞罰及進退二付，当該責任者ノ処置当ヲ得タルヤ否ヲ監
視スルコト
六 其他，同族会若クハ同族会議長二於テ必要卜認ムルコト
第十二条 同族ハ視察ノ報告書ヲ調製シ，之ヲ同族会二提出スベシ，若シ視察ノ
際不都合ナル事実ヲ発見シタルトキハ，速二同族会ノ開会ヲ請求スベシ
第十三条 （略）
第十四条 同族会議長ハ，検査部長若クハ検査部員二命シテ，同族二随行シテ其
視察ヲ補佐シ，之二立会ハシメルコトヲ得
第十五条 同族会議長ハ，検査部ヲシテ此規則ノ定ムル所二従ヒ，同族ノ視察ヲ
補佐スルノ任務ヲ尽サシムル為メ必要卜認ムルトキハ，各営業店二対シ営
業報告書，財産目録，貸借対照表，損益計算書，統計書類其他必要ナル書
類ノ提出ヲ命スルコトヲ得
第十六条～第十七条 （略）
第十八条 此規則二於テ，各営業店卜称スルハ，本店，支店，出張所及営業用倉
庫等ヲ包括スルモノトス
第十九条 此規則ヲ施行スル為メ必要ナル細則ハ同族会議長之ヲ定ム
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検査部の管掌事務として，上記規則に付随する「三井家同族会事務局検
査部事務細則」は，次の諸事項を規定している。
三井家同族会事務局検査部事務細則26)
ー各営業店ノ財産目録，貸借対照表及損益計算書等ノ調査を為スコト
二 毎二広ク内外ノ諸報告等二依リ最新ノ経済事情，特二三井家ノ業務二関係ヲ
及ホスヘキ事実ヲ研究シ及将来ノ趨向等二関スル注意ヲ講スルコト
三 臨機便宜ノ法方二依リ三井家卜利害関係ヲ有スル当事者ノ信用程度ヲ考査
スルコト
四 毎二使用人ノ行状等ヲ注目シ，賞揚スヘキ行為若シクハ非行等二関シ調査真
偽ヲ為スコト，並ハセテ三井家ノ世間二於ケル批評等二留意スルコト
五 同族ノ実地検査二立会ヒ補助スルコト，検査ノ手続ハ別二之ヲ定ム
六 毎二各営業店ノ定款，諸規則及慣例等ヲ熟知シ，業務ノ執行ガ之二違反スル
コトナキャ否，及其規則等ノ適否並二営業上ノ法律関係ヲ考査スルコト
七同族ノ視察報告書調製二関スルコト
八 其他臨時二同族会議長若クハ三井家顧問ヨリ命セラレタルコト
このように「営業店視察規則」や，これに付随する「三井家同族会事務
局検査部事務細則」をみると，検査部の活動は，その設置目的とされた同
族による営業店視察の補助に止まず，三井の事業全般に関わる種々の調査
活動に従事したようであるが，実際の活動状況は関連資料がないために不
明とされている 27)0 
5.管理部監査課の設置
三井家の事業を全体的観点からコントロールするために，明治33年7月
制定の三井家憲第 7章に規定される機関として従来の三井商店理事会を改
組した三井営業店重役会が設けられていたが，この機関は「当初の期待ど
26)三井文庫『三井事業史 史料篇三』 751-752頁。
27)三井文庫『三井事業史 史料篇三』 752頁。
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おりに機能せず，むしろ『各主任ノ社務二従事スルノ故ヲ以テ動モスレハ
主掌ノ事二偏』し，各店割拠して統一と連絡を欠く傾向を生じた」28)ために，
三井家の事業全体の観点からの統轄を強調する新たな統轄機関として，明
治35年4月に三井同族会事務局管理部が新設された（なお，三井営業店重
役会の廃止は三井家憲の改定を要するため，この時点では残置された）。
その際，「『営業店視察規則』は『管理部規則』の第16-21条に組み入れ
られ，また同族会事務局に設けられていた検査部の機能は，管理部に吸収
されてより一層強化された。」29)と述べられているように，新設された管理
部の主要な管掌業務は，同族による営業店視察の補佐と管理部独自の各営
業店の業務実態の調査とされた30)0
明治37年12月20日に三井家憲の改定がなされ（翌38年1月1Bから実施），
その第7章が削除されたことにより，事業部門を統轄する三井営業店重役会
と同族共有財産の管理等の家政部門を統轄する同族会事務局評議会の両者
を廃止して，それらの機能を管理部に統合し，それぞれを資産部と内事部
とする組識改革が行われた。
これにより，屋上屋を重ねた統轄組識が整理され，三井家の事業と家政
の両面にわたる統轄機能が管理部に集中させられることとなったが，この
事務を処理する同族会事務局の内部組織として，資産部に営業課，監査課，
28)三井文庫『三井事業史 史料篇三J750頁。
29)三井文庫『三井事業史 史料篇三J754頁。
30)「営業店視察規則による同族の営業店視察が実際に行われたかどうかは明らかで
はない。むしろ管理部の設立後はじめてこれが具体化したとみてよいであろう。」
（三井文庫『三井事業史 史料篇三』 754頁）とされ，実際に実施する際の留意事
項が明治35年5月に発表された「営業店視察二関スル管理部会長ノ注意書」（三井
文庫『三井事業史 史料篇三』 393-397頁）において詳細に提示されている。これ
に基いて実際に実施された視察の例を示すものとして，明治35年9月の日付によ
る詳細な「三井銀行視察報告書」が三井文庫「三井事業史 史料篇三』 415-430頁
に掲載されている。この三井銀行以外に，明治35年中に，三井物産，三井呉服店，
三井鉱山及び九州地方各事業所についても同族による視察が実施されたとされ
る（三井文庫『三井事業史 史料篇三」 759頁）。
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庶務課の 3課が設けられ，内事部には従来通りに秘書掛，内事掛，会計掛
の3掛が置かれた31）。このうち，監査課が分掌する事務は，次のように定め
られた。
管理部庶務仮規則32)
第二条 各課分掌ノ事務ノ概要左ノ如シ
営業課 （略）
監査課 管理部規則第四条第五号記載ノ事項
管理部規則第五条記載ノ事項
管理部管掌事務内規第一条第四号，第五号，第八号，第廿一号，
第廿三号，第廿四号，第廿五号，第廿六号及第廿七号記載ノ事項
其他監査二関スル事項
庶務課 （略）
この監査課分掌事務に関連する規定の内容は，次の通りである 33)0
・管理部規則第四条第1i号
三井家卜密接ナル関係ヲ有スル営利会社ノ営業ノ監督，其株式，社債等ノ
管理及ヒ処分等二関スル議案ノ調製及発案
・管理部規則第五条
管理部長ハ，同族会議長ノ命ヲ受ケテ臨時各営業店，支店若クハ第四条第
五号二記載セル関係営利会社等二出張シ，又ハ理事若クハ書記ヲ出張セシ
メ必要ナル調森ヲ為スコトヲ得
・管理部管掌事務内規第一条
四 各営業店ノ利益配当及損益決算二関スル調査及ヒ発案
五 各営業店ノ重大ナル訴訟二関スル調査及ヒ発案
八 三井家卜密接ナル関係ヲ有スル営利会社ノ営業ノ監督，其株式・社債
等ノ管理及ヒ処分等二関スル議案ノ調査及ヒ発案
31)安岡重明，前掲書， 214頁。
32)三井文庫『三井事業史 史料篇三』 413頁。
33)管理部規則については，三井文庫『三井事業史 史料篇三』407-409頁，管理部管
掌事務内規については，三井文庫『三井事業史 史料篇三j410-412頁記載による。
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二十一 各営業店及ヒ各支店調査報告書二関スル調査及ヒ発案
二十三 各営業店ノ報告書，財産目録，貸借対照表．損益計算書其他必要
ナル書類二関スル調査及ヒ発案
二十四 各営業店ノ帳簿及ヒ証憑書類二就キ実地検査ヲ為シ，併セテ現品
保管ノ方法及ヒ現存高等二関スル調査及ヒ発案
二十五 各営業店ノ業務ノ適否井二業務執行ノ方法力定款其他諸規則等
二違反スルコトナキヤ又其規則等ハ実際二適スルヤ否二関スル調査
及ヒ発案
二十六 各営業店員誠実二勤務スルヤ又ハ他ノ信用ヲ欠キ或ハ批評ヲ受
クルノ行為ナキヤ否．総テ其品行能否及ヒ執務ノ状況二関スル調査及
ヒ発案
二十七 各営業店員ノ賞罰及ヒ進退二就キ当該責任者ノ処置当ヲ得タル
ヤ否二関スル調査及ヒ発案
これにより，企業集団全体としての観点からの会計監査と規則や人事考
課の適否にまで及ぶ広範な業務監査を管掌していたことが分かる。
5.三井合名会社調査課の設置と機能的限界
明治42年10月11日に三井鉱山合名会社の商号を変更し，持株会社として
各事業の統轄にあたる三井合名会社が発足した。これは傘下の事業会社の
規模が大きくなり，三井家の総有資産が巨額に達したにもかかわらず，そ
の所有の主体としての三井家同族会は法人格を有さず，法的には所有の主
体となり得ないというあいまいな状態にあったのを，実態に即した形態に
するためであった34)0 
34)安岡重明編，前掲書， 183頁参照。この他に，春日 豊氏は，業務の拡大が管理部
の理解・裁定しうる限界を超えたこと，同時に各営業店の資産の巨大化に伴う危
険負担の増大に対する対策が必要となったこと，各営業店の純益金が増大したこ
とで，無限責任であることによる課税額が看過できないほどに増大したことを改
組理由にあげている（春日 豊「三井合名会社の成立過程ー財閥独占体成立過程
の実証分析」「三井文庫論叢』第13号， 1979年， 159-161頁）。
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その際に，「管理部規則及同管掌事務内規ハ爾今之ヲ廃止スルコト」（「実
行上ノ心得」其四35)）とされ，従来は三井家同族会管理部が担っていた三井
家の諸事業に対する統轄機能は三井合名会社に引き継がれることとなった
（但し，三井家の家政については，依然として三井家同族会が協議・決定
の機関として存続させられた36))。これに伴い，管理部監査課も廃止され，
これに変わる組織として，三井合名会社に調査課が設置された。この調査
課の所管業務は，「関係会社ノ監理」に関する第五条と第六条も合わせて示
すと，次のようであった。
三井合名会社営業規則37)
第五条 業務執行社員ハ社員，参事，理事又ハ其他ノ使用Aヲシテ当会社ガ株主
タル諸会社ノ取締役又ハ監査役二就職セシムルコトヲ得
第六条 前条二依リ取締役又ハ監査役トナリタル者ハ，業務執行社員ノ訓示スル
所二進テ其職務二従事シ，当該会社ノ業務執行上重要ナル案件二就テハ業
務執行社員ノ指図ヲ乞フヘシ
第十九条 調査課ハ，常二当会社ガ株主タル諸会社ノ実況ヲ監察スルノ参考トナ
ルヘキ材料ヲ集収シテ業務執行社員二提供シ，其他業務執行社員ノ命スル
所二従ヒ諸般ノ調査ヲ為スヘシ
第二十条 当会社ノ監査役二於テ必要卜認ムルトキハ，直接二調査課長二命シテ
当会社ノ業務二関スル調査ヲ為サシムルコトヲ得本条ノ場合二於テハ，業
務執行社員ハ必要ナル材料ヲ提供スヘシ，但其調査及報告ノ進行二容吸ス
ルコトヲ得ス
このように調査課において，「常二当会社ガ株主タル諸会社ノ実況ヲ監察
スルノ参考トナルヘキ材料ヲ集収」することとされたが，それは文字通り
に「関係会社ノ監理」のために必要な資料収集の域に止まるもので，監査
機能を帯ぴていないことから，監査機能をどのように会社機構中に取り入
35)三井文庫『三井事業史 史料篇三』 598頁。
36)安岡重明編，前掲書， 184頁参照。
37)三井文庫『三井事業史 史料篇三』 603-605頁。
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れるかが問題とされた。
この第20条における監査機構の在り方に関連して監査役の制についてみ
ておくと．持株会社としての三井合名会社の発足とともに，同社に監査役
が置かれ．また．傘下の三井物産と三井銀行は株式会社に組織変更され，
それぞれの定款中に監査役の職務に関する次の規定をもつに至った38)0 
三井合名会社定款39)
第19条 社員中ヨリ監査役弐名ヲ社員総会二於テ互選シ，会社ノ業務及財産ノ
状況ヲ監査セシム
三井物産株式会社定款40)
第24条 監査役ハ会社ノ業務及財産ノ状況ヲ監査スヘシ
第25条 監査役ハ，取締役ガ株主総会二提出セントスル書類ヲ調査シ，株主総
会二其意見ヲ報告スルコトヲ要ス
株式会社三井銀行定款41)
第24条監査役ハ会社ノ業務及財産ノ状況ヲ監査スヘシ
第25条 監査役ハ，取締役ガ株主総会二提出セントスル書類ヲ調査シ，株主総
会二其意見ヲ報告スルコトヲ要ス
6.三井合名会社監査部の設置
こうした監査機能の会社機構への織込みの問題ばかりを念頭に置いてい
たのではないが，これをも含めて，三井合名会社が傘下事業会社に対する
統轄機能を如何に高めていくかが問題とされ，三井合名会社設立後の明治
38)この時点よりも前の明治37年12月6日に合名会社三井呉服店は解散され，株式会
社三越呉服店として独立させられていた。
39)三井文庫『三井事業史 史料篇三』 601頁。
40)三井文庫『三井事業史 史料篇三』 610頁。
41)三井文庫『三井事業史 史料篇三」 614頁。
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43年から44年にかけて，これに応える提言や調査報告書が提出された。
その一つは，三井の顧問弁護士である原嘉道が明治43年12月に提出した
「会社財産調査機関設置二関スル卑見」である。これは，「欧米の『公許計
算士』の制度を紹介し，これと同様の人材を三井合名に設置せよという主
張だった。すなわち，『一般的公許計算士ノ代リニ三井合名会社計算士ナル
者ヲ養成シ，之ヲ三井合名会社二隷属スル総テノ会社ノ財産ノ状況ヲ調査
証明セシムルコト』であり，この『計算士』によって傘下諸事業の実質的
な監督にあたらせるという意見である。」 42)この意見が，これより前の明治
42年11月に公表されていた農商務省商務局「公許会計士制度調査書」をど
の程度参考にしたものかは明かではないが，同調査書は「近時破綻ノ厄運
ヲ招ケル会社二就キテ其此二至レル所以ノ源頭ヲ探クルニ会計監査ノ任二
アル所謂会社監査役ナルモノガ職責ヲ盛サザリシニ基因スルモノ多キガ如
シ」 43)と述べ，監査の重要性を強調している。
また，原嘉道の提言よりも前の明治43年4月から11月にかけて，三井合
名会社社長・三井八郎右衛門，同参事・団琢磨等が組織運営の方法を探る
ために欧米視察に出かけ，翌44年の 1月29日に「会社組織二関スル観察」
を提出している。その中の「合名会社ノ組織運用二関スル意見」の部にお
いて，「諸会社ノ計算監査及営業状態ノ調査」を行う監査部の設置の必要に
触れ，次のように監査の意義と効用を述べている。
「合名会社内二監査部卜称スル如キモノヲ直隷セシメ，関係諸会社トノ連絡ヲ
結ヒ円満二毎期決算ノ監査ヲナスト共二時々報告ヲ求メテ会社現在ノ状態ヲ調
査セシムルトキハ，会社計算ノ正確ヲ期スルト同時二常二業務進行ノ大体ヲ明二
シ，監理上便利アルト同時二各会社重役ノ注意ヲ促シ業務ノ発展上益スル所大ナ
42)春日 豊，前掲論文， 178頁記載による。
43)農商務省商務局「公許会計士制度調査書」（国会図書館所蔵），明治42年11月， 35
頁。『公認会計士制度二十五年史 別巻j昭和50年， 1-12頁にも収録。なお，これ
に論及したものとして， 日本公認会計士協会「公認会計士制度二十五年史』昭和
50年， 17-18頁。原 征士 rわが国職業的監査人制度発達史』白桃書房， 1989年，
41頁。百合野正博「『公許会計士制度調査書』の今日的意義」『同志社商学』第48
巻第4• 5 • 6号， 1997年， 116-158頁。
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ルヘシ」 44)
これらの提案を受けて，三井合名会社内に「統一監査部制審査委員会」
が設けられ，明治44年 8月の「復申書」（「監査部職務大綱」，「監査部之組
織」，「監査部ノ事務執行要領」の 3部15項目から成る45))の提出を経て，翌
年の明治45年「三井合名会社監査部規則」が制定されるに至った。
三井合名会社監査部規則46)
第一条 当会社及関係会社ノ監査事務ヲ統一シ，並二関係会社ノ業務執行ノ状況
ヲ監察スル為メ監査部ヲ置ク
第二条 監査部ハ当会社ノ監査役及営業規則第五条二依リ，関係会社ノ監査役二
在任スル者ヲ以テ之ヲ組織ス
第三条 当会社ノ監査役ハ定款ノ規定二従ヒ当会社ノ監査ヲ為スニ付，直接二監
査部事務員ヲ使用スルコトヲ得
第四条 関係会社ノ監査二関スル一般方針ハ，監査部会二於テ評議シ業務執行社
員ノ認可ヲ経テ之ヲ決定スヘシ
第五条 関係会社ノ監査役タル部員ハ前条二依リ決定シタル方針二依リ，法令及
定款ノ規定二従ヒ各会社ノ業務及財産ノ状況ヲ監査シ其結果ハ直接二業
務執行社員二報告スヘシ
第六条 業務執行社員ハ関係会社ノ監査役タル部員ヲシテ前条監査事務ノ外，尚
ホ各会社ノ業務執行ノ状況ヲ調査セシムルコトアルヘシ
前項調査ノ結果ハ其部員ヨリ直接二之ヲ業務執行社員二報告スヘシ
44)春日 豊，前掲論文， 181-182頁記載による。なお，この視察時に，「業務監査二
関スル意見如何」との質問を行い，ハンプルグの金馳業者マックス・ウァーパー
ク（ウォルヴォルク）からは「監査人ハ一人卜限ラス十分ノ書記ヲ使役シテ行フ
ヘシ，独逸ニハ監査会社ナル者起リ詳細ノ監査ヲ行フコトトナレリ，三井ニハ幸
二合名会社アレハ其内ニ一部局ヲ作リ自己ノ勢カ二属スル会社ノ監査ヲ行ハシ
ムルコト適宜ノ処置ナリトス」との回答を褥，また，ロンドンのパース銀行のシ
ャンドからは「自ら検査役を設けている。」との回答を得たと伝えられている（春
日 豊，前掲論文， 186-187頁記載による）。
45)春日 豊，前掲論文， 188頁参照。なお，同論文 (188-189頁）に「復申書」のう
ち，「監査部之組織」の全文が掲載されている。
46)本規則は，春日 豊，前掲論文， 182-183頁記載による。
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第七条 監査部ハ業務執行社員ノ命ヲ受ケ部員ヲシテ関係会社監査役ノ嘱託二
係ル其会社ノ業務及財産ノ状況ノ調査並二計算ノ検査ヲ為サシムヘシ
第八条 監査部ハ業務執行社員ノ命ヲ受ケ其部員タル関係会社監査役ノ執務ヲ
助クヘシ
第九条 監査部ハ常二当会社山林課並二関係会社ノ業務二注意シ其状況ヲ明二
スヘキ諸般ノ材料ヲ蒐集スヘシ
第十条 監査部二部長ー名ヲ醤キ業務執行社員之ヲ命ス
第十一条 監査部長ハ部内ノ事務ヲ統轄ス
第十二条 監査部二事務員若干名ヲ置ク
第十三条 監査部ノ分課，部会其他執行二関スル細則ハ，監査部長之ヲ定メ業務
執行社員ノ認可ヲ受クヘシ
第十四条 監査部ハ其部員タル関係会社ノ監査役ヲ通シテ各会社ノ調査機関卜
親密ナル連絡ヲ保持シ円満敏活二其事務ヲ挙クルニ努ムヘシ
第十五条 前条ノ各監査役ハ其会社ヨリ提示ヲ受ケタル書類ヲ監査部二提供シ
テ調査ノ便宜ヲ図ルヘシ
第十六条 監査部二於テ調査シタル事項ハ之ヲ業務執行社員二報告スヘシ
第十七条 調査書類ハ参考図書卜共二之ヲ整理保存スヘシ
この監査部の設涸により，三井合名会社の支配下の企業に対する統轄機
能を担うものとしての監査機構が定まり，その後，この体制が昭和15年の
三井総元方の設置（三井合名会社の廃止）に至るまで続いた。
7.むすび
本稿では，明治期の三井家において，監査機能が支配下の事業・会社を
統轄するものとして重視され，機構的に整備されていく史的過程を辿って
きたのである。本稿で取り上げた時期には，江戸末期に芽生えた「主従持
合ノ身代」の経営理念を後退させて，所有経営者としての三井同苗11家の
主導権を回復しようとする動きが存し，これが監査機構の在り方にも反映
して，経営者統制から分権的内部監査に向かおうとする一方の流れが，三
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井同苗の指揮の下での集権的内部監査の体制を構築しようとする他方のカ
と責めぎあって，結局，財閥化を志向する大きな流れの中で後者の集権的
内部監査の体制が整備されていった過程がみられた。
そのようにして集権的内部監査の形態に向かったとはいえ，経営の近代
化を図るなかで，三井家では明治期の相当に早い時期から，統轄手段とし
ての監査機能の重要性に着目し，欧米視察によって得られた知識・経験を
参考にしつつ，江戸期以来の独自の経験を醸酵させて，監査機構の整備に
心掛けてきたことが知られるのである。
